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沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会規則

（趣旨）

第１条 本規則は、国土交通省所管公共事業の完了後の事後評価実施要領（平成２０年７

月１日付け、国官総第１６４号の２及び国官技第４７号の２）(平成２３年４月１日付け、

国官総第３６７号及び国官技第４４２号）及び国土交通省所管公共事業の再評価実施要

領（平成２２年４月１日付け、国官総第３６７号の２及び国官技第３６９号の２）(平成

２３年４月１日付け、国官総第３６７号及び国官技第４４２号）の規定に基づいて沖縄

総合事務局開発建設部（以下、「部」という。）に設置する沖縄総合事務局開発建設部

事業評価監視委員会（「委員会」という。）の組織、委員、会議、庶務その他の委員会

の設置等に関して必要な事項を定めるものである。

（委員会の事務）

第２条 委員会は、沖縄総合事務局長（以下、「局長」という。）の委嘱に基づき、次に

掲げる事務を行う。

一 部が作成した再評価を実施する事業の一覧表及びその事業に対する対応方針（原案）

の提出を受け、要領に基づく再評価システムの運用状況について報告を受けること。

二 部が作成した事後評価を実施する事業の一覧表及びその事業に対する対応方針（案）

の提出を受け、要領に基づく事後評価システムの運用状況について報告を受けること。

三 再評価の審議対象事業に関し、部が作成した対応方針（原案）について審議を行い、

対応方針（原案）に対し意見がある場合には、部に対してその具申を行うこと。

四 事後評価の審議対象事業に関し、部が作成した対応方針（案）について審議を行い、

対応方針（案）に対し意見がある場合には、部に対してその具申を行うこと。

（委員会の委員及び組織）

第３条 委員は、地域の実情に精通した、公平な立場にある有識者のうちから、局長が委

嘱する。

２ 委員会は委員５人以内で組織する。



３ 委員の任期は、２年以内とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。

１ 委員は、再任されることができる。ただし、６年を限度とする。

５ 委員は、非常勤とする。

６ 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。

７ 委員長は、会務を総理する。

８ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。

（運営）

第４条 委員会は、委員長が召集する。

２ 委員会は、審議方法を定めた沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会運営要領

を決定する。

（委員会の庶務）

第５条 委員会の庶務は、沖縄総合事務局開発建設部建設行政課において処理する。

（その他）

第６条 部以外の事業主体の実施事業と部の実施事業とが密接に関連しており、一連の事

業として共同で再評価又は事後評価を実施することが効率的な場合には、委員会で審議

することができるものとする。

附則

本規則は、平成10年10月20日から施行する。

本規則は、平成12年 1月 6日から施行する。

本規則は、平成12年 2月21日から施行する。

本規則は、平成13年 9月13日から施行する。

本規則は、平成15年 7月23日から施行する。

本規則は、平成20年 8月 7日から施行する。

本規則は、平成21年12月 4日から施行する。

本規則は、平成22年 4月 1日から施行する。

本規則は、平成23年 4月 1日から施行する。



事業評価実施要領の改訂について（H23.4.1）

○文書の保存期間の延長

【背景・概要 】 ・事業仕分け（H22.10.28）において、「文書の保存期間の充実」等が指摘されており、文書保存
期間の延長を行うものである。

○文書の保存期間の延長

改 定 前 改 定 後

公共事業 「費用対効果分析の算定基礎資料」は 「（事業）完了後
すべての事業評価に関する「費用対効果分析の算定基礎資料」

＜事業評価の流れ（公共事業（直轄事業等））＞

公共事業

<直轄事業等>

「費用対効果分析の算定基礎資料」は、「（事業）完了後

の事後評価実施時点まで」保存するものとする。
を「（事業）完了後の事後評価終了の日に係る特定日以後１０年

まで」保存するものとする。

資料の保存期間

改定前

＜事業評価の流れ（公共事業（直轄事業等））＞ 資料の保存期間

完

改定後

改定前

ＶＶ

（新規事業採択） （着工） （完了）

(完了後５年以内) 事後評価後10年間
※事後評価実施後の4月1日から10
年間の資料保存

新規採択時評価 再 評 価 事後評価

※事業の効果、環境影響など実績の確認を
行い、必要に応じて適切な改善等を検討

※事業の継続（必要に応じて見直し）もしくは
中止等の方針を決定

※効率性と効果を確認し、事業実施の
必要性を厳しくチェック

年間の資料保存
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